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はじめに 

【背景】 

2019 年 12 月、新型コロナウイルス感染症 novel coronavirus diseases（以下「COVID-19」という。）が

発生し、全世界に感染拡大した。2020 年 3 月 11 日には、世界保健機関が COVID-19 がパンデミック

（世界的な大流行）に至っているとの認識を示した。本邦においても、2020 年 1 月 16 日に、初の COVID-

19 患者を確認して以来、感染者数は増減を繰り返しながら増加傾向を示し、2020 年 4 月 7 日に１度目

の、2021 年１月 7 日に２度目の、同年 4 月 23 日に 3 度目の緊急事態宣言が発出されるに至った。 

大阪府（以下「本府」という。）においては、2020 年 1 月 29 日に初の COVID-19 患者を確認し、第一

波と呼ばれる感染拡大期においては１日最大 92 人、第二波では 255 人、第三波では 654 人、第四波では

1,260 人の新規陽性者が確認された（図表１）。累計の感染者数は 99,920 人となっており（2021 年 5 月

31 日時点）、依然として感染者数は増加傾向にある。 

 （図表１） 本府における 1 日あたりの新規陽性者数 

 

 

本府では平時より６カ所の感染症指定医療機関を設けているが、増加する COVID-19 患者に対応する

ため、重症度別に COVID-19 病床の整備を医療機関に要請し、順次患者受入体制を整えた（図表２-１、

２-２）。 

（図表２-１） 確保病床数と入院患者数、病床使用率の推移（重症） 
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 （図表２-２） 確保病床数と入院患者数、病床使用率の推移（軽症・中等症） 

 

 

また、本府には医療法に基づき大阪府医療計画で定めた８つの二次医療圏が存在し、平時においては医

療圏毎に医療体制を整備し、医療を完結させることが可能となっている。 

しかし、発生患者数には圏域差があり、患者対応の分散化、医療資源の圏域間格差を解消するため、府

全域でのテレフォントリアージによる入院調整の仕組み（大阪府入院フォローアップセンター）を導入

した。その他、本府における主な COVID-19 に係る施策は別途記載する。 

上記施策の下、救急医療体制の維持に努めたが、COVID-19 対応医療機関の多くは平時の救急医療を

担っている医療機関であり、新型コロナウイルス感染症の蔓延が救急医療体制に及ぼした影響は大きい

と思われる。 

本府では 2013 年より大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム Osaka emergency information 

Research Intelligent Operation Network system（以下「ORION」という。）を運用開始しており、府内の

全消防機関及び全救急告示医療機関で使用され、救急現場における病院前情報と搬送された医療機関の

病院後情報が患者単位で一括登録されている。2020 年末までの ORION に登録されたデータ(以下

「ORION データ」という。）が使用可能になったため、今回、本府における新型コロナウイルス感染症

の蔓延が救急医療体制および救急搬送傷病者に与えた影響について、ORION データを分析し検証を行

った。 

 

【対象と方法】 

本研究は後方視的観察研究で、対象は 2019 年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日の間に、本府内の消防

機関が本府内の救急告示医療機関に搬送した患者のうち、ORION に登録された患者とした。ORION デ

ータを用いて、下記の Clinical Question（CQ）について解析を行い、新型コロナウイルス感染症の蔓延

が救急医療体制および救急搬送傷病者に与えた影響について検討した。 

なお、下記手順に従いクリーニングを実施した ORION データを各 CQ で使用した。また、一部 CQ

においては、2018 年 1 月 1 日から 12 月 31 日の期間のデータも解析対象としている。 

また、患者緊急度の定義については、大阪府傷病者の搬送及び受入れの実施基準で定めている緊急度を

用いることとし（図表３）、搬送困難の定義を「搬送連絡回数４回以上かつ現場滞在時間 30 分以上」と

した。 
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（図表３） 緊急度 

 

 

【データクリーニング】 

2019 年、2020 年に消防機関が救急告示医療機関に搬送した患者のうち、ORION に登録された患者は

それぞれ 635,201 例、583,321 例であった。それらのうち下記項目に該当する患者を除外した結果、解析

対象となる患者はそれぞれ 500,194 例、443,321 例となった（図表４）。 

 

（除外項目） 

・不搬送、本府内の救急告示医療機関以外へ搬送 

・医療機関データと連結できない又はスマートフォンアプリのデータのみ 

・消防機関データと医療機関データにおいて性別不一致、性別欠損 

・消防機関データと医療機関データにおいて年齢±3歳以上の不一致、年齢欠損 

・必須項目（時間、医療機関種別、初診時転帰、初診時 ICD-10 コード）の欠損 

・不適切な ICD-10 コードの入力 

 

（図表４） Patient flow 
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【Clinical Question（CQ）】 

下記４つの Category に分類し、計 10 項目の CQ に関して解析を行った。 

 

Part１; 救急医療体制全般への影響 

Category（１）救急医療体制に与えた影響 

ＣＱ１：   救急医療体制全般（搬送件数、事故種別件数、転帰等）           

ＣＱ２-１：  救急医療体制（応需率、圏域内搬送率） 

ＣＱ２-２：  救急医療体制（緊急度、現場滞在時間、転帰等）    

Part２; 各病態および特殊背景因子をもつ患者への影響 

Category（２）緊急性の高い病態の患者に与えた影響 

ＣＱ３-１：  Out of Hospital Cardiac Arrest（市民要因が与える影響）              

ＣＱ３-２：  Out of Hospital Cardiac Arrest（救急隊要因が与える影響）                           

ＣＱ４：   心・脳血管疾患      

ＣＱ５：   消化器疾患         

ＣＱ６：   自損                               

ＣＱ７：   外傷 

Category（３）特殊な背景因子をもつ患者に与えた影響 

ＣＱ８：     小児（臨時休校の影響） 

Category（４）肺炎様症状を有する患者に与えた影響 

ＣＱ９：   呼吸器１（細菌性肺炎、インフルエンザ、呼吸不全）            

ＣＱ10：   呼吸器２（COVID-19 関連症状）                                       

                    



2019 vs. 2020 報告書 Part１ 

5 

 

Part１; 救急医療体制全般への影響   

Category（１）救急医療体制に与えた影響 

ＣＱ１: 救急医療体制全般（搬送件数、事故種別件数、転帰等） 

 

【方法】 

2019 年、2020 年の救急搬送件数・事故種別件数・転帰等について、年次比較を行った。 

 

【結果】 

１) 救急搬送件数（転院症例を含む) 

2019 年は合計 500,194 件、2020 年は 443,321 件であり、年間では 11.4％減であった。月別でみると、

４月、５月、12 月の変化率（減少率）が大きく、感染拡大期と一致していた（図表５）。 

 （図表５） 救急搬送件数（転院症例を含む) 

 

 

２) 院外心停止件数（転院症例を除く） 

2019 年は 7,611 件、2020 年は 7,704 件であり、年間では 1.2％増であった。新型コロナウイルスの感

染が本格化した３月以降では、８月、12 月の変化率（増加率）が大きく、感染拡大期と一致していた（図

表６）。 
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 （図表６） 院外心停止件数（転院症例を除く） 

 

 

月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 

変化率 

(%) 
－14.8 ＋10.0 ＋2.9 －2.5 ＋0.2 －6.3 ＋1.6 ＋28.8 ＋2.4 ＋2.5 －5.8 ＋7.6 

  

３) 事故種別件数 

2020 年では 2019 年と比較して、自然災害・自損行為を除く全ての種別において、搬送件数は減少し

ていた（図表７）。 

 （図表７） 事故種別件数 

 

 

４-１) 初診時死亡数、死亡率（院外心停止症例を含む） 

 急病の初診時死亡数が、2019 年；4,166 人、2020 年；4,615 人と有意に増加していた。初診時死亡数

を搬送件数で除した死亡率でみても、急病において有意に高くなっており、合計の死亡率も急病の影響

を受けて 2020 年において増加していた（図表８）。 

 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019

2020

(人)



2019 vs. 2020 報告書 Part１ 

7 

 

 （図表８） 初診時死亡数、死亡率（院外心停止症例を含む） 

 

  

４-２) 初診時死亡数、死亡率（院外心停止症例を除く） 

院外心停止症例を除いた場合、急病の初診時死亡数は 2019 年；466 人、2020 年；519 人と増加してい

たものの有意差は認めなかった（図表９）。４-１）と合わせ、急病の初診時死亡数の増加に寄与した主た

る病態としては院外心停止が考えられた。 

 （図表９） 初診時死亡数、死亡率（院外心停止症例を除く） 

 

 

５-１) 初診時死亡数、死亡率（院外心停止症例） 

院外心停止全体の死亡率は、2020 年では 2019 年と比較して 4.9 ポイント増加していた。心原性心停

止症例の搬送件数は 2019 年；5,534 人、2020 年；5,752 人と増加し、初診時死亡率は 5.5 ポイント増加

していた。非心原性心停止症例の件数は、2019 年；2,067 人、2020 年；1,950 人と減少していたが、初

診時死亡率は 2.5 ポイント増加していた（図表 10）。 
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 （図表 10） 初診時死亡数、死亡率（院外心停止症例） 

 

  

５-２) 非心原性心停止 初診時死亡例 原因 

非心原性心停止のうち初診時死亡に至った症例の原因をみると、2019 年と比較して、2020 年において

は自損等のその他の外因性が主に増加していた（図表 11）。 

 （図表 11） 非心原性心停止 初診時死亡例 原因 

 

６) 確定時（入院 21 日時点）死亡数、死亡率 

急病の確定時死亡数が、2019 年；9,827 人、2020 年；9,856 人と増加していた。確定時死亡数を入院

患者数で除した死亡率でみても、初診時死亡と同様、2020 年では 2019 年と比較して、急病において有

意に高くなっていた。合計の死亡率も、2020 年において増加していた（図表 12）。 

 

院外心停止 2019年 2020年

搬送総数 7,611 7,704

初診時死亡数 (%) 4,400 (57.8) 4,831 (62.7)

心原性心停止 2019年 2020年

搬送総数 5,534 5,752

初診時死亡数 (%) 3,268 (59.1) 3,713 (64.6)

２次医療機関での受入件数 (%) 3,621 (65.4) 3,815 (66.3)

３次医療機関での受入件数 (%) 1,913 (34.6) 1,937 (33.7)

非心原性心停止 2019年 2020年

搬送総数 2,067 1,950

初診時死亡数 (%) 1,132 (54.8) 1,118 (57.3)

２次医療機関での受入件数 (%) 1,094 (52.9) 1,066 (54.7)

３次医療機関での受入件数 (%) 973 (47.1) 884 (45.3)

非心原性心停止　初診時死亡例　原因 2019 2020

脳血管障害 75 59

窒息 181 172

悪性腫瘍 95 88

その他の外因性 343 433

その他 293 242

中毒 13 5

溺水 96 83

交通外傷 33 36

低体温 2 0

アナフィラキシー 1 0

合計 1132 1118
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 （図表 12） 確定時（入院 21 日時点）死亡数、死亡率 

 

 

【考察（CQ１）】 

今回、新型コロナウイルス蔓延による救急医療体制全般への影響について検討した。 

救急搬送件数は 2020 年では 2019 年と比較して、年間で 11.4％減少し、特に感染拡大期の減少が顕著

であった。 

一方で、院外心停止症例数は、年間で 1.2％増加し、感染拡大期に増加している傾向にあった。 

事故種別でみると、急病の初診時死亡数（率）が増加しており、その増加に寄与した主たる病態として

は院外心停止が考えられた。特に心原性心停止症例において、2019 年に比べ 2020 年では死亡率が上昇

していた。 
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ＣＱ２-１: 救急医療体制（応需率、圏域内搬送率） 

 

【方法１】 

１) 大阪府全体での不応需率と不応需率比 

まず、本研究では医療機関の不応需率を下記のように定義した。 

 

この不応需率を週単位で算出し、経時的な変化を確認した。比較対象として 2019 年についても同様に

算出し、不応需率比を週単位で算出した。 

 

不応需率比は 2020 年の不応需率を 2019 年の不応需率で割った比率であり、１を上回ると前年同週に

比べて不応需率が高くなっていることを意味する。 

２) 各医療圏別の不応需率と不応需率比 

今回の検討では、二次医療圏単位での不応需率と不応需率比を同様に算出した。 

３) 救急医療機関におけるクラスター発生事例との比較 

本府内の救急医療機関において COVID-19 の集団感染が確認され、大阪府救急・災害医療情報システ

ム上において救急応需不可であることを公表した事例に対して、休止期間と地域の不応需率比を比較し

た。 

 

【結果１】 

１) 不応需率比（本府全域） 

本府全域での不応需率比、週単位の新規感染者数を示す（上方の折れ線；不応需率比、下方の折れ線；

新規感染者数）。図表中の色別の直線は COVID-19 患者の集団発生に伴う救急搬送患者の受入休止期間

を示し、圏域毎に色別（大阪市；赤、豊能；赤茶、三島；黄緑、北河内；水色、中河内；橙色、南河内；

紫、泉州；緑、堺市；紺）に示す。なお、COVID-19 患者の集団発生が確認されたにも関わらず、救急搬

送患者の受入休止期間を設けなかった医療機関については図表中に示していない。 

感染拡大期においては、新規感染者数のピークに 1～2 週遅れて不応需率比のピークを認めた。不応需

率比のピークは第三波（第 50 週）で 1.483 であった。感染者数が増えると、不応需率比は上昇していた。

また、第 50 週前後においては、COVID-19 患者の集団発生に伴う患者受入を休止した医療機関が多く、

不応需率比の上昇に寄与する一因と思われた（図表 13）。 
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（図表 13） 不応需率比（本府全域） 

 

 

２) 医療圏別の不応需率比 

次に、各医療圏別の不応需率比を示す。 

なお、図表中の救急搬送患者の受入れを休止した医療機関の休止期間については、当該医療圏のみを示

す。 

２-１） 不応需率比（豊能医療圏） 

豊能医療圏において最も不応需率比が高かったのは、第 35 週で 1.595 であり、最も不応需率比が低か

ったのは、第 4 週で 0.812 であった。なお、対象期間中に豊能医療圏では COVID-19 患者が救急医療機

関で集団発生した事例は報告されていなかった（図表 14-１）。 

（図表 14-１） 不応需率比（豊能医療圏）  

 

 

２-２） 不応需率比（三島医療圏） 

三島医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 52 週で 1.954 であり、最も不応需率比が低かっ

たのは第 2 週で 0.755 であった（図表 14-２）。 

 

 

 



2019 vs. 2020 報告書 Part１ 

12 

 

（図表 14-２） 不応需率比（三島医療圏）  

 

 

２-３） 不応需率比（北河内医療圏） 

北河内医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 16 週で 1.385 であり、最も不応需率比が低か

ったのは第 4 週で 0.650 であった（図表 14-３）。 

（図表 14-３） 不応需率比（北河内医療圏）  

 

 

２-４） 不応需率比（中河内医療圏） 

中河内医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 34 週で 1.699 であり、最も不応需率比が低か

ったのは第 4 週で 0.758 であった（図表 14-４）。 

（図表 14-４） 不応需率比（中河内医療圏）  
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２-５） 不応需率比（南河内医療圏） 

南河内医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 19 週で 1.422 であり、最も不応需率比が低か

ったのは第 6 週で 0.644 であった（図表 14-５） 

（図表 14-５） 不応需率比（南河内医療圏）  

 

 

２-６） 不応需率比（堺市医療圏） 

堺市医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 15 週で 1.566 であり、最も不応需率比が低かっ

たのは第 4 週で 0.688 であった（図表 14-６）。 

（図表 14-６） 不応需率比（堺市医療圏）  

 

 

２-７） 不応需率比（泉州医療圏） 

泉州医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 49 週で 1.952 であり、最も不応需率比が低かっ

たのは第 25 週で 0.536 であった。第 49 週前後において、複数の医療機関が患者受入を休止しており、

圏域の応需体制に影響を及ぼした可能性が示唆された（図表 14-７）。 
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（図表 14-７） 不応需率比（泉州医療圏）  

 

 

２-８） 不応需率比（大阪市医療圏） 

大阪市医療圏において最も不応需率比が高かったのは第 33 週で 1.529 であり、最も不応需率比が低か

ったのは第 4 週で 0.726 であった。また、第 50 週前後においては、複数の医療機関での患者受入の休止

が、圏域における不応需率比の上昇につながった可能性が示唆された（図表 14-８）。 

（図表 14-８） 不応需率比（大阪市医療圏）  

 

 

【方法２】 

１) 大阪府全体での圏域内搬送率と圏域内搬送率比 

まず、本研究では医療圏単位の圏域内搬送率を下記のように定義した。 

 

この圏域内搬送率を週単位で算出し、経時的な変化を確認した。2019 年についても同様に算出した。 

 

圏域内搬送率比は 2020 年の圏域内搬送率を 2019 年の圏域内搬送率で割った比率であり、１を下回る

と前年同週に比べて圏域内搬送率が低くなっていることを意味する。 
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２) 医療圏別の圏域内搬送率と圏域内搬送率比 

今回の検討では、二次医療圏単位での圏域内搬送率と圏域内搬送率比を同様に算出した。 

 

【結果２】 

１) 圏域内搬送率比（本府全域） 

期間中の本府全域における圏域内搬送率の平均値は 87.7％で、最低値は第 50 週で 85.9％であった。ま

た、圏域内搬送率比の平均値は 0.989 で、最低値は第 50 週で 0.970 であった（図表 15）。 

 （図表 15） 圏域内搬送率比（本府全域） 

 

 

２） 二次医療圏単位での圏域内搬送率比 

２-１） 圏域内搬送率比（豊能医療圏） 

期間中の豊能医療圏における圏域内搬送率の平均値は 85.1％で、最低値は第 48 週で 82.8%であった。

また、圏域内搬送率比の平均値は 1.001 で、最低値は第 48 週で 0.964 であった（図表 16-１）。 

（図表 16-１） 圏域内搬送率比（豊能医療圏）   

 
 

２-２）圏域内搬送率比（三島医療圏） 

期間中の三島医療圏における圏域内搬送率の平均値は 82.1％で、最低値は第 50 週で 76.5%であった。

また、圏域内搬送率比の平均値は 0.957 で、最低値は第 50 週で 0.926 であった（図表 16-２）。 
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（図表 16-２） 圏域内搬送率比（三島医療圏）  

 
 

２-３）圏域内搬送率比（北河内医療圏） 

期間中の北河内医療圏における圏域内搬送率の平均値は 93.0％で、最低値は第 16 週で 90.4％であっ

た。また、圏域内搬送率比の平均値は 1.002 であり、最低値は第 50 週で 0.969 であった（図表 16-３）。 

（図表 16-３） 圏域内搬送率比（北河内医療圏）  

 
 

２-４）圏域内搬送率比（中河内医療圏） 

期間中の中河内医療圏における圏域内搬送率の平均値は 66.8％で、最低値は第 50 週で 60.0％であっ

た。また、圏域内搬送率比の平均値は 0.964 であり、最低値は第 31 週で 0.908 であった（図表 16-４）。 

（図表 16-４） 圏域内搬送率比（中河内医療圏）  
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２-５）圏域内搬送率比（南河内医療圏） 

期間中の南河内医療圏における圏域内搬送率の平均値は 89.7％で、最低値は第 19 週で 82.9％であっ

た。また、圏域内搬送率比の平均値は 1.002 であり、最低値は第 19 週で 0.938 であった（図表 16-５）。 

（図表 16-５） 圏域内搬送率比（南河内医療圏）  

 
 

２-６）圏域内搬送率比（堺市医療圏） 

期間中の堺市医療圏における圏域内搬送率の平均値は 86.0％で、最低値は第 15 週で 82.3％であった。 

また、圏域内搬送率比の平均値は 0.995 であり、最低値は第 15 週で 0.932 であった（図表 16-６）。 

（図表 16-６） 圏域内搬送率比（堺市医療圏）  

 
 

２-７）圏域内搬送率比（泉州医療圏） 

期間中の泉州医療圏における圏域内搬送率の平均値は 95.6％で、最低値は第 47 週で 92.0％であった。

また、圏域内搬送率比の平均値は 0.999 であり、最低値は第 47 週で 0.961 であった（図表 16-７）。 

（図表 16-７） 圏域内搬送率比（泉州医療圏）  
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２-８） 圏域内搬送率比（大阪市医療圏） 

期間中の大阪市医療圏における圏域内搬送率の平均値は 92.3％で、最低値は第 17 週で 88.6％であっ

た。また、圏域内搬送率比の平均値は 0.984 であり、最低値は第 17 週で 0.945 であった（図表 16-８）。 

（図表 16-８） 圏域内搬送率比（大阪市医療圏）  

 
 

【考察（CQ２-１）】 

 結果として、COVID-19 新規感染者数の増加と救急医療機関における感染者の集団発生による救急搬

送患者の受入停止と不応需率の上昇との関係性が示唆された。一方で、圏域内搬送率及び圏域内搬送率比

では、大阪府全体だけではなく二次医療圏単位においても 1 年間を通して前年同週とほぼ同じ数字を示

していた。 

まず、不応需率のピークが第一波（第 13 週～第 19 週）であったのは北河内、南河内、堺市、第二波

（第 27 週～第 37 週）であったのは豊能、中河内、大阪市で、第三波（第 43 週以降）であったのは三島、

泉州であった。これらのピークは COVID-19 新規感染者数と必ずしも一致しない結果であり、ピークが

それぞれの医療圏で異なったのは各医療圏における救急搬送患者の受入体制や COVID-19 に対する対策

の違いが影響したのであろう。各二次医療圏での詳細な対策が不明であるため、今後さらなる検証が必要

である。 

次に、圏域内搬送率比については大阪府全体の平均値が 0.985、二次医療圏単位の平均値でも 0.967-

1.007 とほぼ前年同週の搬送率であった。COVID-19 新規感染者数の増加や救急医療機関における

COVID-19 の集団発生に伴う救急搬送受入休止などによって不応需率は上昇したものの、圏域内搬送率

は前年とほぼ同程度であった。これは個々の医療機関という「点」では機能できなくなっても、地域の医

療体制という「面」では十分に機能していたことを示唆する結果であると考える。 
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CQ２-2: 救急医療体制（緊急度、現場滞在時間、転帰等) 

 

【方法】 

搬送総数・年齢別搬送数と割合・緊急度別搬送数と割合・現場滞在時間・活動全所要時間・医療圏外搬

送数と割合・疾患群・転帰について、年次比較（一部項目は圏域別、月別データを含む）を行った。 

なお、クリーニングデータから転院搬送症例（2019 年；31,501 例、2020 年；28,323 例）、緊急度判定

の入力なし（2019 年；42 例、2020 年；24 例）、搬送先が不明（2019 年；54 例、2020 年；47 例）、ICD-

10 病名が不明（2020 年；２例）を除外し、2019 年；468,597 例、2020 年；414,925 例を対象とした。 

 

【結果】 

１) 搬送総数 （図表 17-１、17-２） 

2020 年の搬送数は 2019 年よりも少なく、合計で 11.5%減少していた。二次医療圏別では、南河内で

は 8.6%、泉州では 13.3%と減少率にはばらつきがあった。月別の搬送数を詳しくみると、2020 年は新型

コロナウイルスの感染拡大が本格化した３月以降、搬送数は前年比で減少傾向が継続しており、特に第一

波の 4、5 月、第三波の 11、12 月では減少が顕著であった。 

（図表 17-１） 月別搬送数 

 

 

（図表 17-２） 圏域別搬送数 
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２) 年齢別搬送数・割合 （図表 18-１、18-２） 

搬送数自体は、全年齢で 2019 年より 2020 年の方が減少していた。年齢別搬送割合は、2020 年は小児

の割合が低下し、高齢者の割合が上昇していた。この点は、医療圏に関係なく、概ね同じ傾向であった。

月別にみると、2020 年は小児高齢者とも３月以降前年と比較して搬送数は減少していたが、その割合は

小児で顕著であり、特に４～７月と 12 月では減少の程度が顕著であった。 

（図表 18-１） 年齢別搬送数・割合 

 

 

（図表 18-２） 圏域別、年齢別搬送数・割合 

 

 

３) 緊急度別搬送数・割合 （図表 19-１、19-２） 

 本府全体でみると 2020 年は低緊急度（黄以下）の患者の割合がわずかに上昇していた。月別にみると、

COVID-19 が救急医療体制にそれほど影響していないと思われる 2020 年１、２月は、低緊急度（黄以

下）の患者の割合が上昇していた。一方で 3 月以降は緊急度別割合にそれほど 2019 年と 2020 年の差は

なくなり、第三波の 10 月以降はむしろ 2020 年で高緊急度（赤１）患者の割合が上昇していた。 
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（図表 19-１） 緊急度別搬送数・割合 

 

 

（図表 19-２） 圏域別、緊急度別搬送数・割合 

 

 

４) 入電から病着までの時間 （図表 20-１、20-２） 

本府全体のデータをみると、2020 年は COVID-19 の第一波、第二波、第三波の時期にいずれも 2019

年より延長している傾向を認めた。所要時間の推移は、本府内の COVID-19 入院患者数の推移に沿って

変化しており、入院患者数が多い時期に著しく延長していた。 

本府全域では、2020 年の入電から病着までの平均時間は 2019 年より 1 分 13 秒延長しており、月別で

は 12 月が最も延長幅が大きく 3 分 19 秒延長していた。年間平均で最も延長幅の小さい北河内（6 秒延

長）においても、12 月では 2 分 25 秒の延長を認めた。 
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（図表 20-１） 入電から病着までの時間 

 
 

（図表 20-２） 圏域別入電から病着までの時間（分：秒） 

 

 

５) 現場滞在時間（現場到着から現場出発までの時間） （図表 21-１、21-２） 

本府全体のデータをみると、2020 年は COVID-19 の第一波、第二波、第三波の時期にいずれも 2019

年より延長している傾向を認めた。所要時間の推移は、本府内の COVID-19 入院患者数の推移に沿って

変化しており、入院患者数が多い時期に著しく延長していた。 

 

 

 

 

 

 

(分：秒) 
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（図表 21-１） 現場滞在時間 

 
 

（図表 21-２） 圏域別現場滞在時間（分：秒） 

 

 

６) 医療圏外搬送数・搬送率 （図表 22-１、22-２） 

本府全体のデータをみると、2020 年の医療圏外搬送率はやや上昇していた（10.7% vs. 11.7%）。月別

にみると、COVID-19 の感染拡大が本格化した 3 月以降、いったん患者数が減少した６～７月以外はず

っと 2020 年で医療圏外搬送率が上昇していた。赤 1 症例のみに注目すると、本府全体の赤 1 症例の圏外

搬送率は、特に第三波が本格化した 11 月以降著明に上昇していた。 

圏域別で検討すると、三島、中河内、大阪市において 2020 年では 2019 年と比較して圏域外搬送の割

合が 1.0％を超えて増加していたが、搬送数において圏外搬送数が 2019 年よりも増加している圏域はな

かった。赤 1 症例のみに限ると、三島、堺、大阪市において圏域外搬送率が 1.0％以上増加していた。 

 

 

(分：秒) 
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（図表 22-１） 医療圏外搬送数・搬送率 

 

 

（図表 22-２） 医療圏外搬送数・搬送率 

 

 

７) 疾患群 （図表 23-１、23-２） 

2019 年と 2020 年で大きな変化はなかった。その中で主に認められた変化としては、感染症・循環器

疾患の比率がやや上昇し、呼吸器疾患の比率がやや低下していた。月別にみると、感染症・循環器疾患と

も 4 月以降はずっと前年比で上昇傾向が続いていた。 
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（図表 23-１） 疾患群 

 
 

（図表 23-２） 疾患群 

 

 

８) 転帰 （図表 24-１、24-２） 

本府全体のデータでみると、2020 年の方が外来帰宅率は低下していた（59.6% vs. 56.5%）。月別には、

3 月以降ずっと 2020 年で帰宅以外の割合は上昇傾向を認めた。緊急度が黄以下の帰宅困難率を 2019 年

と 2020 年で比較すると、2019 年は月に関係なく 40%程度であったのに対し、2020 年は 3 月以降その比

率が上昇し 45%弱で推移し、12 月には 45％を超えるに至った。この傾向は赤 1 や赤 2 では顕著には認

めなかった。このことから、2020 年は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、緊急度・重症度がとも

に低い患者の救急要請が控えられ、緊急度が低くても入院の必要性がある患者については、通常どおり発

生していたと考えられる。 

外来死亡は 2020 年において全搬送数に対する割合（1.0％ vs. 1.3%）の上昇のみならず実数（4,908 例 



2019 vs. 2020 報告書 Part１ 

26 

 

vs. 5,406 例）も増加していた。月別には、３～５月、７～８月、11～12 月で特に 2019 年より上昇して

いた。また、入院 21 日以内に死亡した患者数及び全搬送件数に占める割合は、2020 年は 2019 年と比較

して増加していた（15,620 人 vs. 16,063 人/3.3% vs. 3.9%）。月別には、４～５月と 12 月で顕著な上昇

を認めた。この傾向は、医療圏別で大きな差は認められず、全地域で入院率が上昇していたほか、豊能を

除くすべての地域で外来死亡率がわずかに上昇していた。 

（図表 24-１） 転帰 

 
 

（図表 24-２） 転帰 

 

 

【考察（CQ２-２）】 

 全体の搬送件数は減少し、特に小児の搬送数減少が著しかった。患者緊急度については、平時と比較し

て同等もしくはやや上昇した可能性が示唆された。また、入電から病着までの時間、現場滞在時間は、い

ずれも本府全体で延長し、圏域外搬送率も本府全体で上昇していた。転帰については、2020 年において

外来帰宅率が低下し、外来死亡数（率）、入院 21 日以内に死亡した数（率）ともに増加していた。 
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【小括（Category(１)）】 

 Category(１)では、新型コロナウイルス感染症の蔓延に伴う救急医療体制全般への影響について、2020

年の救急搬送データを 2019 年のデータと比較することで検討した。 

 救急搬送件数は、2020 年において年間で約１割減少し、感染拡大期において顕著に減少していた。理

由として、緊急事態宣言等による外出自粛の影響から、交通事故や一般負傷等の外傷疾患が減少したこ

とが考えられる。特に小児においては、成人と比べて外傷疾患の救急搬送割合が高いことが知られてお

り、休校も含めた自粛の影響が搬送件数に強く表れたと思われる。また、急病の件数も減少しているが、

労作にて発症する病態の発生数減少、感染を恐れて救急搬送要請を控えた等の理由が考えられる。 

 次に、救急活動時間への影響について、2020 年では入電から病着までの時間が平均で 73 秒、現場滞

在時間が平均 64 秒延伸していた。このことにより救急活動における主な延伸部分は、現場滞在時間であ

ることがわかる。本府全域で不応需率が増加した結果を踏まえると、やはり搬送先選定に難渋した結果

であると思われる。 

 圏域外搬送については、2020 年では 2019 年と比較して、年間でその割合は約 1 ポイント増加してい

た。これは、ここ数年の本府における救急搬送件数を考慮し、年間の救急搬送件数を 500,000 件とした

場合、１圏域において１日あたり平均約 1.7 人の傷病者が、2019 年に比べて多く圏域外に搬送されてい

たことになる。感染拡大期においては、多くの救急告示医療機関が COVID-19 と非 COVID-19 患者の

診療を同時並行で行っており、圏域外搬送率が増えた結果からみても、救急医療体制が新型コロナウイ

ルス蔓延の影響を受けたことは間違いないであろう。次に、赤１で規定される重症患者の圏域外搬送に

ついても、2020 年では 2019 年と比較して、年間でその割合は約 1 ポイント増加していた。ここ数年の

本府における赤１患者の救急搬送件数を考慮し、その年間の搬送件数を 29,000 件として算出すると、１

圏域において１か月あたり平均約３人の重症患者が、2019 年に比べて多く圏域外に搬送された結果とな

る。ただし、この中には大阪府入院フォローアップセンターによる COVID-19 患者の圏域外への入院調

整も含まれるため、意図しない重症患者の圏域外搬送件数はより少ないと思われる。重症患者の圏域外

搬送は少なかったという観点からは、圏域の医療体制は十分に機能していたのではないかと考える。 

 最後に転帰に関して、初診時（外来）死亡数（率）、確定（入院 21 日時点）死亡数（率）ともに、2020

年においては増加しており、急病の患者死亡数（率）の増加を反映した結果となっていた。この死亡数

（率）増加の主な理由は、院外心停止の死亡例増加と考えられる。特に心原性心停止症例において、2019

年に比べ 2020 年では死亡率が上昇しており、その要因を含めた詳細な検討が求められる。また、救急医

療の実態を把握する上では、その他の病態個別の転帰がどうであったか検討する必要があると考える。

病態個別の検討については、Part２で詳細に記載する。 

以上、新型コロナウイルス感染症の蔓延により救急搬送件数は減少したものの、COVID-19 と非

COVID-19 患者の並行した対応が求められ、個々の救急告示医療機関の応需体制に影響が生じたが、圏

域そして本府全域でみた救急医療体制においては機能していたと考える。 


